
系統⽤蓄電池の迅速な系統連系に向けて

2025年3月17日

資源エネルギー庁
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本日の御議論

• 2024年12月末時点で連系済みの系統用蓄電池は約17万kWであるものの、補助⾦や⻑期脱炭素電源

オークション等の実施に伴い、系統用蓄電池の接続検討等が増加しており、今後更なる連系増が見込ま

れる。これに伴い、N-1充電停止装置の導入による運用容量の拡大といった早期連系対策が図られてい

るものの、一部の系統では、運用容量を超える接続に伴い系統増強が必要となるケースが引き続き生じ

ている。

• 第52回系統ワーキンググループ（2024年9月18日）、第53回系統ワーキンググループ（2024年12月2

日）及び第1回次世代電力系統ワーキンググループ（2025年1月23日）において、系統用蓄電池の迅速

な系統連系に向け、系統用蓄電池の順潮流側の接続ルール等の在り⽅について検討を深めることとしつ

つ、暫定措置として早期連系追加対策の導入に向けて具体的な要件について御議論頂いた。

• 本日は、系統用蓄電池の迅速な系統連系に向け、以下について御議論頂きたい。

ー系統用蓄電池の早期連系追加対策について

ー系統用蓄電池の順潮流側の接続ルールについて
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（参考）系統⽤蓄電池の接続検討等の受付状況

• 系統用蓄電池の接続検討等の受付状況として、接続検討受付が約9,500万kW（2023年12月

末比で約3.5倍）、接続契約受付が約800万kW （2023年12月末比で約2.7倍）となっている。

• エリア別の接続検討については、2023年12月末時点と比べて、特に東北、東京、中国、九

州が増加が顕著である。

系統⽤蓄電池の接続検討等の受付状況
（2024年12月末時点、括弧内の数字は2023年12月末時点からの増減）（万kW）

（※）⼀般送配電事業者において集計したデータを元に、資源エネルギー庁において作成。
（※）接続検討のすべてが系統接続に⾄るものではない。
（※）数値は⼩数点第１位を四捨五⼊した値。
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早期連系のための追加的な暫定措置の実現に向けた論点

• 早期連系のための追加的な暫定措置として、特定の断⾯（時間帯）における充電制限に同意

すること等を前提に、系統増強することなく系統接続を認める対策（早期連系追加対策）を

導入することとした。

• 本日は、早期連系追加対策の実現に向けた論点のうち、以下について御議論頂きたい。

早期連系追加対策の実現に向けた本日の論点

No 項目 内容

1 早期連系追加対策の適⽤上限 同一系統に接続可能な早期連系追加対策の適用可能上限

2 充電制限条件の設定方法 同一系統に複数の蓄電池が連系する場合の充電制限条件の設定⽅法

3 既存対策および系統増強との関係性 既存対策（N-1充電停止装置）や系統増強と早期連系追加対策との関係性

4 充電制限条件の上限設定 早期連系追加対策における充電制限時間の上限設定

5 充電制限に関する情報提供方法 蓄電池設置事業者の事業性判断に資する情報提供

6 充電制限条件の更新頻度 系統連系後の充電制限の条件の更新頻度

7 各種市場制度における扱い 各種市場制度における早期連系追加対策適用蓄電池の取扱い

8 早期連系追加対策における同意事項 早期連系追加対策適用における同意事項
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（参考）適⽤系統・電源（電圧階級）
• 早期連系追加対策の適⽤系統を基幹系統およびローカル系統（配電⽤変圧器を除く）とし、適⽤電源及

び制御対象を系統⽤蓄電池（系統充電する併設蓄電池を含む）※としてはどうか。

• なお、低圧蓄電池への適用については、現時点では早期連系追加対策の対象外とし、申込み状況等を踏

まえ今後必要に応じて拡大を検討することとしてはどうか。

適⽤系統・電源（電圧階級）

早期連系追加対策（平常時）【今回】 既存の早期連系対策（単一故障時）

①適用系統 ②適用電源 ③制御対象 ①適用系統 ②適用電源 ③制御対象

基幹系統
(上位2電圧)

ローカル系統
上位2電圧以外かつ配電系統

として扱われない系統

配電系統
(高圧以上) 逆潮流側のN-1電制と同様に、配電系統に接続する系統

用蓄電池は小規模かつ配電系統は系統変更が頻繁に行
われ制御システムが複雑化することから対象外配電系統

(低圧)

④制御⽅法 特定断⾯の充電制限（平常時） 単一故障時の充電停止

※１：低圧を対象とした場合、制御対象が膨大となり管理面での課題が生じる可能性があるため、当面は対象外とする。ただし、今後必要に応じて拡大を検討。
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※１

開始時期
検討中

※１

基
幹
系
統
・

ロ
ー
カ
ル
系
統

系
統
用
蓄
電
池

適用開始済

※実運用断面における充電制限の履行状態の確認のため、蓄電池の充放電（蓄電池の補機等の需要は含む）と一般需要や電源出力を分けた計量が出来る区分計量器
の設置が必要。

（出所）第53回系統ワーキンググループ（2024年12月2日）資料2
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１．早期連系追加対策の適⽤上限の考え方（１／２）

• 第53回系統ワーキンググループ（2024年12月2日）において、蓄電池設置事業者自らが充電

制限時間帯における充電を制限するようなセーフティを具備したシステム（オフラインでの

充電制限対応）を導入することで早期に接続を可能とするべきとの議論が行われた。

• このようなオフラインでの充電制限では、一般送配電事業者から系統状況に応じて充電制限

の条件（充電制限時間・量）を高頻度に更新することが困難であり、系統の安定運用を実現

するためには、潮流変動リスク等を見込んだ上で、安全サイドに充電制限の条件を設定せざ

るを得ない。

• 加えて、一部設備に系統用蓄電池が集中することで、充電制限が過度に大きくなることも好

ましくない。このため、系統毎の早期連系追加対策の適⽤上限を設定することが合理的では

ないか。
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１．早期連系追加対策の適⽤上限の考え方（２／２）

早期連系追加対策の適⽤上限のイメージ(N-1充電停止装置適⽤可能系統の場合)※2

想
定
潮
流

想定最大潮流
（蓄電池を除く）

既設蓄電池
（N-1充電停止装置適用）

早期連系追加対策による連系可能量の拡大
2回線の過負荷容量等を基に設定（早期連系追加対策の適⽤上限※1）

N-1充電停止装置設置による連系可能上限（2回線設備容量等※2）

対策なしの場合の連系可能上限

N-1充電停止装置による連系可能残量

※1：具体的な上限値は各一般送配電事業者が系統毎に設定。 
※2：N-1充電停止装置が適用できない系統では、1回線の過負荷容量等を基に早期連系追加対策の適用上限を設定。

[時]

• 早期連系追加対策の適用上限を設定する場合、早期連系追加対策を適用した蓄電池が、蓄電池設置事業

者の設定誤り等により、事前に同意した制限量を超過して充電することで、連系先の送変電設備が一時

的に過負荷となったとしても設備損壊を回避できる程度の値（過負荷容量等）を適⽤上限に設定するこ

とを基本としてはどうか。
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（参考）充電制限の方法

• 早期連系追加対策においては、一般送配電事業者が系統特性や蓄電池の設備容量等からあらかじめ充電を制限

する時間帯を設定し、蓄電池設置事業者※1がそれを遵守することで系統混雑を回避する。

• 充電制限の⽅法として、例えば、一般送配電事業者によりオンラインで配信し、充電制限スケジュールを設定

する⽅法も考えられるが、システム構築に時間を要することから、足元の系統用蓄電池の申込増加に対応でき

ないといった課題が生じる。

• 他⽅、蓄電池設置事業者が誤って制限時間帯に充電を行った場合、設備容量を超過する潮流が流れ、設備損壊

やこれに伴う停電等、一般需要家を含む他事業者へ影響を及ぼすリスクがあることから、フールプルーフ（誤

操作をしても事故につながらない、または誤操作を防ぐ設計手法）の仕組みが必要となる。

• 蓄電池設置事業者の早期連系のニーズにこたえつつ、系統運用の安定性を維持する観点から、例えば、蓄電池

設置事業者自らが、当該時間帯における充電を制限するようなシステム的セーフティを具備することにより、

早期連系を実現することとしてはどうか。

• また、蓄電池設置事業者側で具備するシステム的セーフティを含む系統全体でのフールプルーフの仕組み※2

については、引き続き検討することとしてはどうか。

※1：蓄電池設置事業者以外の蓄電池運用者も含む。
※2：早期連系追加対策を適用した系統用蓄電池の導入状況や将来的な系統用蓄電池の順潮流側の接続ルール等に応じて、充電制限の⽅法のオンライン化も将来的に検討。

（出所）第53回系統ワーキンググループ（2024年12月2日）資料2



• 系統用蓄電池の順潮流側の空き容量不足に対する系統増強回避策として、これまで運用容量を拡大するN-1充

電停止装置の導入（既存対策）※1により対応してきた中で、今回追加する早期連系追加対策をどのように位

置付けるべきか。

• 例えば、既存対策を適用することで接続が可能となるケースにおいても、蓄電設置事業者が早期連系追加対策

による接続を求めることが想定される。しかしながら、既存対策を適用することで、運用容量の拡大による稀

頻度事故時を除いた平常時における充電制限の軽減や、後述する設備損壊リスクの低減等の利点がある。

• こうした利点があることから、早期連系追加対策については、既存対策（N-1充電停止装置等）を適⽤しても、

なお系統増強が必要な場合に限定※2して、早期連系追加対策を適⽤※3、４することとしてはどうか。

• なお、早期連系追加対策は、系統用蓄電池の順潮流側の接続ルール等の検討が完了するまでの暫定措置である

ことから、早期連系追加対策を適⽤した系統⽤蓄電池※5は、将来的に系統⽤蓄電池の順潮流側の接続ルール

等が変更された場合、そのルールに従うこととしてはどうか。

11

（参考）早期連系追加対策の位置付け

※１：北海道エリアで実施している充電制御装置による早期連系も含む。
※２：N-1充電停止装置等が導入できない系統・電源において系統増強が必要な場合、N-1充電停止装置等を適用せずに早期連系追加対策を適用。
※３：系統用蓄電池設置者が早期連系追加対策ではなく、系統増強を希望する場合、従来通り系統増強により対応。
※４：系統増強及び既存の早期連系対策と早期連系追加対策との関係性については引き続き検討。
※５：早期連系追加対策を適用しない系統用蓄電池も将来的に変更後のルールに従うかどうかは、将来の系統用蓄電池の接続ルール等に関する検討の中で整理。

（出所）第53回系統ワーキンググループ（2024年12月2日）資料2
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２．充電制限条件の設定方法
（同一系統に複数の早期連系追加対策適⽤蓄電池が連系する場合）

• 同一系統に複数の早期連系追加対策適用蓄電池が連系する場合、後着蓄電池が連系するタイミングで先着蓄電池の充

電制限の条件を変更しないこととし、その前提で後着蓄電池の充電制限の条件を設定することとしてはどうか。

• ただし、設備の有効利用の観点から、一般需要や他電源の大幅な増減等、系統状況に大きな変更が生じた場合におい

ては、一般需要の連系に過度な制約を課さないために、適宜、早期連系追加対策が適⽤された既設蓄電池の充電制限

の条件を見直すことも可能としてはどうか。

[時]

想
定
潮
流

Aの充電制限時間：17～21時

早期連系追加対策適⽤蓄電池A（先着）
運⽤容量※1

複数の早期連系追加対策適⽤蓄電池が連系する場合の充電制限条件の設定方法

※1：N-1充電停止装置による運用容量拡大効果を考慮

･･･

早期連系追加対策適⽤蓄電池B（後着）

Bの充電制限時間：16～23時

早期連系追加対策
の適⽤上限

想定最大潮流
（蓄電池を除く）

既設蓄電池
（N-1充電停止装置適用）
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３．早期連系追加対策と既存対策との関係性

• N-1充電停止装置の既存対策が導入可能な系統においては、既存対策と早期連系追加対策の併⽤が有効

となるケースも想定される。

• 系統用蓄電池の導入拡大のために、一つの蓄電池の接続申込みにおいて既存対策と早期連系追加対策を

併⽤して連系可能量を拡大できるようにしてはどうか。

系統⽤蓄電池の系統接続のフローチャート（イメージ）※1既存対策と併⽤するケース

想定潮流
最大断面

想定最大潮流
（蓄電池を除く）

既設蓄電池
（N-1充電停止装置適用）

早期連系追加対策の
適用上限(C)

既存対策の
連系可能上限(B)

対策なしの場合の
連系可能上限(A)

早期連系追加対策適用
新設蓄電池

既存対策と
早期連系追加対策を併用 (B)の残量 > 契約容量

yes

no

yes

no

(A)の残量 > 契約容量

既存対策

系統増強

yes

no

既存対策＋
早期連系追加対策

※１：既存対策が適用可能な系統の場合
※２：既存対策の併用が有効となる場合は、既存対策の併用を求める

早期連系追加対策※2

対策なし

yes

申込受付

早期連系追加対策の適用を
希望する場合 (B)の残量ありno

yes

(C)の残量 > 契約容量

(B)＋(C)の残量 
> 契約容量

no
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３．早期連系追加対策と系統増強との関係性

• 早期連系追加対策が適用された系統に対し、後着蓄電池が早期連系追加対策を希望せず系統増強※1により連系する場

合、早期連系追加対策を適⽤した先着蓄電池の充電制限の条件が拡大しないように、系統増強費⽤を負担する後着蓄

電池の容量分の系統増強を行うこととしてはどうか。

• なお、上記のタイミングで将来の一般需要増を見込んで増強規模を上乗せする場合は、その追加費用分は一般負担

（託送回収）となる。

後着事業者が系統増強を希望した場合

想定最大潮流
（蓄電池を除く）

既設蓄電池

早期連系追加対策
適用先着蓄電池

既存対策の
連系可能上限

対策なしの場合の
連系可能上限

充電制限時間：15～23時

充電制限時間：15～23時
（変更なし）

後着蓄電池
（系統増強）

増強

※1：早期連系追加対策の適用上限に達しているケースも含まれる。また、系統増強が完了してからの連系となる。

想
定
潮
流

想
定
潮
流
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（参考）早期連系追加対策の充電制限時間・量の設定方法

• 太陽光等の発電所の有無や一般需要の状況によって、系統毎に潮流の変化幅や重潮流となるタイミング（系統特性）

は異なるものの、充電制限時間の設定方法については、早期連系追加対策を適⽤する蓄電池の連系により、想定潮流

が運⽤容量※1を超える時間帯を充電制限の対象とすることを基本としてはどうか。また、充電制限量についても、

想定潮流が運⽤容量以内となるように、充電を制限することを基本※2としてはどうか。

• なお、具体的な充電制限時間・量の設定は、各一般送配電事業者が系統特性を踏まえて系統毎に実施する。

[時]

想
定
潮
流

充電制限時間（15時～22時）

早期連系追加対策を適用する新規蓄電池

運⽤容量※1

早期連系追加対策の充電制限時間・量の設定方法（点灯帯の潮流が大きい系統の場合）

※1：N-1充電停止装置による運用容量拡大効果を考慮。
※2：蓄電設備の運用を維持するために必要な電力供給は制限されない。

充電制限量※2

想定最大潮流
（蓄電池を除く）

既設蓄電池
（N-1充電停止装置適用）

（出所）第1回次世代系統ワーキンググループ（2025年1月23日）資料3
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４．充電制限時間の上限設定

• 早期連系追加対策における充電制限の条件は、太陽光等の発電所の有無や一般需要の状況等の系統状況

によるため、例えば点灯ピーク時間帯のみで充電制限が課せられる系統もあれば、一日のほとんどの時

間で充電制限が課せられる系統もある。

• こうした中で、早期連系追加対策が適用された蓄電池を調整力・供給力として活用していくためには、

過度な充電制限時間が課せられないように充電制限時間に上限を設定することが望ましいと考えられる。

• 事業性の観点では、充電制限時間のほか、充電制限が課せられる時間帯の概念も重要であるものの、市

況に応じて充電に適する時間帯が異なる上、充電制限の上限を系統毎に細かく設定することは困難であ

ることから、一律で充電制限時間に上限を設定することとしてはどうか※1。

• この際、系統用蓄電池の参入が想定される各種市場のリクワイアメントとして1日あたり連続3時間以上

の供出が求められるケースが多く見受けられることを踏まえ、十分な充電機会を確保する観点から、一

日あたりの充電制限時間の上限の目安を12時間とすることとしてはどうか。

• なお、この数値は今後のユースケース等を踏まえて、見直しを図ることも必要か。

※1：充電制限時間の上限を超えることが見込まれる系統には早期連系追加対策が適用されない。また、系統状況の変化によって充電制限時間が上限を超過する場合、系統増強が必要となる。
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（参考）適⽤系統（系統特性）

• 早期連系追加対策は、重潮流断面における充電を制限することを前提に系統接続を認める運用であり、一日の

潮流変動が大きい系統において活用されることが期待される。

• 他⽅、年間を通じて一日の潮流変動が少ない系統においては、早期連系追加対策を適用した場合に常時充電制

限が必要となることも懸念される。

• 以上のことから、早期連系追加対策を適⽤する系統は、系統の特性や既連系の系統用蓄電池の設備容量等を考

慮の上で、一般送配電事業者が技術的観点から適⽤可否を判断することとしてはどうか。

• その際の判断基準や受入上限量等の考え⽅については引き続き検討することとする。

早期連系追加対策が適⽤可能な系統 早期連系追加対策が適⽤困難な系統

順潮流

2回線
運⽤上限値

蓄電池を除く需要

充電制限

潮流変動大

蓄電池を含む需要

順潮流

蓄電池を除く需要潮流変動小

蓄電池を含む需要

充電制限

時間 時間

2回線
運⽤上限値

（出所）第1回次世代系統ワーキンググループ（2025年1月23日）資料3
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５．蓄電池設置事業者の事業性判断に資する情報提供方法

• 早期連系追加対策の適用においては、充電制限の条件に対する予見性の確保が重要であることから、蓄

電池設置事業者自らが事業性判断が可能となるように、接続検討回答時等に充電制限の条件に関する試

算が可能な系統情報※1（想定潮流に関するデータ）を提供することとしてはどうか。

• また、連系時の具体的な充電制限の条件は、運⽤申合書締結（給電申合書締結※2）までに提示※3するこ

ととしてはどうか。

接
続
検
討
回
答

契
約
申
込
受
付

現
地
調
査

技
術
検
討

接
続
契
約

（
連
系
承
諾
・

工
事
費
負
担
⾦
契
約
）

連
系
工
事
着
手

運
用
申
合
書
締
結

（
給
電
申
合
書
締
結※

2

）

接
続
検
討
申
込
・
受
付

事
前
相
談
（
任
意
）

早期連系追加対策のアクセス検討フロー

連系時の充電制限の条件の提示※3

※1：系統情報は、潮流状況の変化等により、実際の充電制限とは異なる場合がある。
※2：一般送配電事業者によって名称は異なる。
※3：運用申合書締結以降に連系時の充電制限の条件の提示をする場合もあり得る。

実
連
系
・
運
用
開
始

系統情報の提供

系統情報の提供
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（参考）提供する系統情報のイメージ

• 早期連系追加対策を希望する蓄電池設置事業者に対して、接続検討回答時等において、蓄電池設置事業者側でも連系

予定系統の状況を事前に把握可能な系統情報を提供する。

提供する系統情報のイメージ※1

各月毎に１時間毎の
最大潮流プロット

月別の１時間毎の最大潮流値と運用容量値を提示
→事業者側でも連系予定系統の状況を事前に把握可能

※1：月毎の最大潮流ではなく、年間の想定潮流データとして提供する場合もある。

提供する系統情報※1
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（参考）系統アクセスフローの具体化

• 早期連系追加対策の選択は蓄電池設置事業者の判断となることから、接続検討申込みの段階で蓄電池設置事業者の早

期連系追加対策の受容性を確認し、接続検討申込みの回答において適⽤可否を蓄電池設置事業者へ案内することとし

てはどうか。また、契約申込みの時点で早期連系追加対策への同意書を一般送配電事業者へ提出することとしてはど

うか。

• なお、蓄電池設置事業者の事業性判断に資する情報提供の⽅法や早期連系追加対策における同意事項については、引

き続き検討する。

接
続
検
討
回
答

契
約
申
込
受
付

現
地
調
査

技
術
検
討

接
続
契
約

（
連
系
承
諾
・

工
事
費
負
担
⾦
契
約
）

連
系
工
事
着
手

実
連
系
・
運
用
開
始

接
続
検
討
申
込
・
受
付

事
前
相
談
（
任
意
）

②適用可否の回答①早期連系追加対策の適用の受容性確認 ③早期連系追加対策への同意確認

早期連系追加対策のアクセス検討フロー

（出所）第1回次世代系統ワーキンググループ（2025年1月23日）資料3
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６．充電制限条件の更新頻度

• 一般需要の増加等に応じて、適宜、充電制限の条件の見直しが必要となる場合もある。他⽅、

充電制限時間・量が高頻度で変更される場合、蓄電池設置事業者による運用計画の策定が困

難となる可能性がある。

• 事業者の蓄電池運用に対する予見性を確保する観点から、充電制限の条件の更新は年1回を基

本※1とすることでどうか。

※１：系統状況に大きな変更が生じた場合、期間中に再度見直しする場合もある。
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７．各種市場、制度における早期連系追加対策の扱い

• 早期連系追加対策では、あらかじめ定められた時間帯で充電が制限されることから、早期連

系追加対策を適用した系統用蓄電池が各種市場に参入する場合、影響を受けることも考えら

れる。

• 他⽅、早期連系追加対策は、一般送配電事業者により定められた充電制限時間・量を遵守す

ることを前提に系統接続することから、各種市場・制度において、早期連系追加対策を適⽤

した蓄電池においても、系統接続時等の要件が優先されることを前提に、制約の範囲内で各

種市場・制度への参入を求めることとしてはどうか。

• 上記整理では、充電制限を理由に各種市場・制度のリクワイアメントが達成できなかった場

合でも系統制約を理由とした免責等はないこととなる※1。

※1：充電制限時間の上限の引き上げなど事業者の責によらない場合を除く。
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８．充電制限に関する同意事項

• 早期連系追加対策の適用においては、下記のような内容を記載した同意事項※1へ同意の上、契約を締結することとし

てはどうか。

※1：具体的な内容については、引き続き一般送配電事業者にて検討のうえ整理することになるため、今後変更の可能性があることに留意。

「蓄電池の早期連系追加対策（充電制限）」を前提とした接続供給契約申込について【同意書】※１

（中略）
２．接続供給契約申込における「蓄電池の早期連系追加対策（充電制限）」を前提とした接続条件

① 貴社が指定する制限内容（制限時間、制限量等）に基づき需要計画を策定し、当該蓄電池の系統からの充電を制限内容に基づき制限すること。なお、貴社が指定する制限内容は、貴社から別途受領する通知
書を参照する。

② 当該蓄電池の連系までに、上記「①」の制限内容に基づく運転を可能とする機能（スケジュール運転機能など）を導入のうえ、当該制限内容をシステム上で設定すること。
③ 上記「②」の機能について、遠隔で監視・制御を行う蓄電池においては、通信途絶時など遠隔での監視・制御が不能となった場合でも、上記「①」の制限内容に基づく運転を可能とするために、遠隔での監

視・制御不能時に自動で自律制御（蓄電所側でのスケジュール運転設定など）に移行する機能または自動で系統からの充電を停止する機能を備えること。また、自律制御が困難となり、上記「①」の制限内
容に基づく運転が不可能となった場合には自動で系統からの充電を停止する機能を備えること。

④ 上記「②」および「③」で求める機能の具備について、任意の書式にて技術資料を接続供給契約申込時に提出するとともに、貴社から技術協議の要請があった場合はその求めに応じ、必要により機能改修を
行うこと。

⑤ 貴社が当該蓄電池の需要者に対して発する給電指令に当該蓄電池の需要者を従わせること。
⑥ 貴社の流通設備の故障時および停止作業時は、貴社の求めに応じて当該蓄電池の系統からの充電を停止すること。
⑦ 将来の需要増加などによる系統状況の変化等に伴い、貴社から上記「①」の制限内容の見直しに係る連絡を受けたときは、あらかじめ貴社が指定する日までに見直し後の制限内容をシステム上で再設定のう
え、当該蓄電池の系統からの充電を制限すること。

⑧ 本同意書に基づく接続供給契約の締結後に、弊社の希望により、本接続条件での系統接続から系統増強での系統接続に変更する場合、または本同意書に基づく接続供給契約を廃止する場合は、本同意書に基
づく接続供給契約の変更または廃止に伴い発生する費用を、貴社の託送供給等約款に基づき支払うこと。

⑨ 国や電力広域的運営推進機関で議論されている蓄電池の接続に係る制度の決定前に本同意書に基づく接続供給契約を締結することにより、事後的に、上記「①」の制限内容を含む本接続条件、契約条件、託
送供給等約款および運⽤ルール等が変更となり、不利益が生じる場合があるが、その際の不利益を受容し、貴社とのいかなる契約変更等にも異議無く応じること。

⑩ 上記「①～⑨」が遵守されない場合や貴社からの契約状態に関する是正の求めに弊社が応じない場合には、貴社の託送供給等約款８（契約の要件）(1)ホの要件を満たせていないものとして、本同意書に基づ
く託送供給が停止、または、接続供給契約が解約されること。また、本「⑩」により託送供給が停止、または、接続供給契約が解約されても貴社に対して異議を申し立てないこと。

⑪ 上記「①～⑩」により生じた損害その他の費用について、貴社に対して弊社、当該蓄電池の発電量調整供給契約を貴社と締結する事業者ならびに当該蓄電池の発電者ならびに需要者および需要量抑制量調整
供給契約を貴社と締結する需要抑制契約者は一切の責任および損害賠償を求めないこと。

⑫ 弊社が本接続条件を遵守しないことにより貴社の設備等に損傷等が生じた場合は、貴社に対して当該損傷等に係る損害（復旧費用等を含む。）を賠償すること。また、弊社が本接続条件を遵守しないことに
より、設備の損傷や損傷防止のために行う負荷遮断に伴い、第三者に対する託送供給や発電量調整供給に支障が発生し当該第三者に損害が生じた場合は、その責任の全てが弊社にあることを認め、当該第三
者又は貴社の求めに応じて、弊社から当該第三者に対して直接損害を賠償し、貴社が第三者から賠償請求を受けないよう必要な措置をとること。

⑬ 本接続条件を遵守することを条件に当該蓄電池にかかる接続供給契約を申込むことについて、当該蓄電池の発電量調整供給契約を貴社と締結する発電契約者、ならびに当該蓄電池の発電者ならびに需要者お
よび需要量抑制量調整供給契約を貴社と締結する需要抑制契約者の承諾を得ており、これらのものからの本接続条件に係る問い合わせ、異議等については弊社が責任をもって対応し、貴社に迷惑をかけない
こと。

⑭ 早期連系追加対策の実施にかかる費⽤※は、弊社または当該蓄電池事業者の負担とすること。
※：主な費用は次のとおり

- 充電制限に伴う機会損失
- 上記「②」および「③」に係る機能の導入費用や、当該機能の更新、保守・運転、廃止に係る費用
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（参考）費⽤負担

• 蓄電池設置事業者としては、早期連系追加対策に同意することで系統増強を回避し、早期連

系のメリットを享受できることから、早期連系追加対策の実施にかかる費⽤は蓄電池設置事

業者※の負担としてはどうか。

• なお、早期連系追加対策の実施にかかる主な費用としては、下記のとおり。

- 充電制限に伴う機会損失

- 蓄電池設置事業者が設置するシステム的セーフティの機器の設置費用や、当該機器の更新、
保守・運転、廃止に係る費用

- 仮に蓄電池設置事業者が設置するシステム的セーフティが機能せず、当該事業者以外の設
備等に損害を与えた場合の復旧費用および、それに伴う第三者からの損害賠償費用 等

※蓄電池設置事業者以外の蓄電池運用者も含む。

（出所）第53回系統ワーキンググループ（2024年12月2日）資料2
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早期連系追加対策の適⽤開始について

• これまで整理した内容を踏まえ、2025年4月からの接続検討に早期連系追加対策を適⽤する

こととしてはどうか。

• また、現時点で既に接続契約申込み受付済の案件においても、当該エリアの一送の準備がで

き、対応が可能の場合は、蓄電池設置事業者との協議も踏まえつつ、早期連系追加対策を前

提とした回答を行うことも可能としてはどうか。



早期連系追加対策について

系統⽤蓄電池の接続ルールについて

26
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系統⽤蓄電池の諸課題とその対策（１／２）

• 足元の系統用蓄電池の接続申込みの増加に対応するために、追加的な暫定措置（早期連系追

加対策）を検討してきた。

• 早期連系追加対策は、現状の系統運用の仕組みやシステムを前提としているため、日々の潮

流変動や不慮の事象等に対する柔軟性が低く、この対策により系統増強を行わずに、追加的

に接続できる蓄電池には限界もある。

• 他⽅、系統用蓄電池の接続申込みの増加が続いていることから、足元の接続申込みの状況の

分析を進めつつ、柔軟性の高い充電制限の⽅法の仕組みを整備した上で、ノンファーム型接

続など、系統⽤蓄電池の柔軟性や機動性を活かすことができる系統⽤蓄電池の接続ルールを

早期に検討する必要がある。
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系統⽤蓄電池の諸課題とその対策（２／２）

• 案件確度が低いものも含め、一事業者が多数の接続検討の申し込みを行い、系統接続に向け

たプロセスが進むことで空押さえ等が生じ、社会的コストの発生が懸念されている点や、系

統⽤蓄電池の接続と一般需要の接続が競合し、一般需要が接続するために系統増強が必要と

なる事例も発生している点等の諸課題への対応についても考える必要がある。

• 諸外国においても、系統用蓄電池について、より柔軟、かつ、合理的に接続するための仕組

みを新たに設ける検討が始まっている。こうした、海外事例や、発電側で導入されているノ

ンファーム接続等を参考にしつつ、具体的な仕組みについて検討を進める。

• 加えて、迅速かつ円滑な系統用蓄電池の連系を可能とすべく、系統アクセスに一定の規律を

課すことの必要性や、効率的な設備形成を行うための設備形成ルールの見直しについて、検

討を進める。
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（参考）系統⽤蓄電池の接続ルールに関する諸外国の事例

（出所）令和６年度エネルギー需給構造高度化対策調査等事業
出力制御対策に資する蓄電池等分散型エネルギーリソースの活用に向けた調査事業 報告書
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（参考）系統⽤蓄電池の接続ルールに関する諸外国の事例

（出所）令和６年度エネルギー需給構造高度化対策調査等事業
出力制御対策に資する蓄電池等分散型エネルギーリソースの活用に向けた調査事業 報告書
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（参考）系統⽤蓄電池の接続ルールに関する諸外国の事例

（出所）令和５年度エネルギー需給構造高度化対策調査等事業 定置用蓄電システムの普及拡大に向けた調査 調査報告書
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（参考）非効率的な系統増強となる例

接続検討時 実潮流

運⽤容量（増強前）

蓄電池連系前の想定潮流
蓄電池の順潮流側契約電力

想
定
潮
流 蓄電池連系後の想定潮流

容量不足

運⽤容量（増強後）

潮流実績（蓄電池の充電含む）

蓄電池の充電実績

重潮流時間帯

• 現在の系統用蓄電池の順潮流側の接続ルールでは、空き容量が不足する場合、系統増強（あるいはN-1

充電停止装置の導入）が必要となる。他⽅、系統用蓄電池が重潮流時間帯に充電を行わない場合、設備

利用率の低い非効率的な設備形成となる可能性がある。

• 今後、早期連系追加対策等、既存系統を最大限活用して接続できる仕組みを整備することに伴い、系統

⽤蓄電池設置者が系統増強を希望した場合の費⽤負担の考え方についても、見直しが必要か。

運⽤容量（増強前）実
潮
流

運⽤容量（増強後）

実潮流における空き
⇒増強容量が活⽤されない

（出所）第1回次世代系統ワーキンググループ（2025年1月23日）資料3
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（参考）ノンファーム型接続による送電線の最大限の活⽤

• ノンファーム型接続の電源は、系統容量を確保しない※ため、ネットワーク側の送配電等設備

に係る増強費⽤の負担が不要・工事不要で連系が可能。ただし、系統混雑時の系統利⽤にお

いて劣後（出力制御を受ける）する。

送電可能容量

ノンファーム型接続をした電源は、
送電線の容量が空いているオレンジの部分を活用可能に。

（MW）

既存電源の潮流

＜ノンファーム型接続による送電線利⽤イメージ＞

（年間）

（出所）第74回電力・ガス基本政策⼩委員会（2024年5月8日）資料3

※高圧以下の送電系統その他の技術及び運用面の観点から容量確保が必要な場合、容量確保を行う。

（出所）再生可能エネルギー大量導⼊・次世代電力ネットワーク⼩委員会
（2021年9月）電力ネットワークの次世代化に向けた中間とりまとめ
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